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I　は じ め に
民法（債権関係）改正について，平成 21 年（2009 年）10 月 28 日に法務大
臣により出された「民事基本法典である民法のうち債権関係の規定につい
て，同法制定以来の社会・経済の変化への対応を図り，国民一般に分かりや
すいものとする等の観点から，国民の日常生活や経済活動にかかわりの深い
契約に関する規定を中心に見直しを行う必要があると思われるので，その要
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綱を示されたい」という諮問を受けて，法制審議会民法（債権関係）部会
（以下，「部会」という）が設置され，同年 11 月から民法（債権関係）改正の審
議が始まった。5 年余の審議を経て，平成 27 年（2015 年）3 月 31 日に，「民
法の一部を改正する法律案」（以下，「改正法案」という）が第 189 回国会に提出
されたが，政治日程の問題によって 2年間国会での審議が行われず，やっと
平成 29 年 5 月 26 日の第 193 回国会において可決され，同年 6月 2日の官報
において改正された条文が公布され（平成 29 年 6 月 2 日法律第 44 号）1），新しい
民法は公布から 3 年以内（2020 年 6 月 2 日までに）の政令で定める日から施行
することとされている（以下，「新民法」という）。
120 年ぶりの大規模な改正作業によって成立した新民法は，従来の判例法
理を条文化したのみならず，いくつかの新しいルールを導入した。個人保証
人の保護に関する何箇条かの条文はそのような新設ルールの一つである。新
しい条文を理解するには，それらが審議過程においてどのような議論を経て
現在の内容になったかを知ることが有益であろう。
そこで，本稿では，個人保証人の保護について，「民法（債権関係）の改
正に関する中間試案」 （以下， 「中間試案」 という） に提示された方策を起点とし， 
「民法（債権関係）の改正に関する要綱仮案」（以下，「要綱仮案」という）を経
て，「民法（債権関係）の改正に関する要綱案」（以下，「要綱案」という），「改
正法案」までの規定内容の変化を精査し，国会審議での質疑応答状況も踏ま
えて，新民法に定められた個人保証人保護規定の意義および問題点を検討す
ることとする。
「中間試案」は平成 25 年（2013 年）2 月 26 日に公表され，それについてさ
らに審議が行われ，平成 26 年 8 月 26 日に「要綱仮案」が決定され，それを
ベースとして平成 27 年 2 月 10 日に「要綱案」が決定され，同年 2 月 24 日
に開催された法制審議会第 174 回会議において「要綱案」原案どおりの内容
で「民法（債権関係）の改正に関する要綱」が採択された。これは法務大臣
に答申されたのち，同年 3 月 31 日に「改正法案」となって第 189 回国会に
提出され，第 192 回国会と第 193 回国会での審議を経て，「改正法案」の内
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容に変更を加えることなくそのまま第 193 回国会で可決された。国会審議に
おいて，いくつかの問題点が質疑応答されたが，最終的に提出された「改正
法案」の条文を変えるまでに至らず，「改正法案」はそのまま新民法として
成立した。つまり，新民法の内容は「要綱案」・「改正法案」と同じであり，
「要綱案」以後は内容に変更がなかった。
　 注
 1）　改正された民法の条文はインターネット版官報のホームページ（https://kanpou.
npb.go.jp/20170602/20170602g00116/20170602g001160011f.html）から入手できる。
II　個人保証人保護規定の形成経緯
1　個人保証人保護の必要性
保証契約は人的担保として，物的担保が望めない債務者が融資を受ける際
に，自己の信用を補う手段としてしばしば利用され，実務上重要な意義を有
すると言われている2）。しかし，個人が保証人になるとき，主たる債務者と
の個人的な情義による場合が多く，また保証債務の付従性から最終的に負担
しないかもしれないという債務履行の未必性などによって軽率に保証人にな
り，しかも無償で保証人になる場合がほとんどである。このように個人保証
は利他性・人的責任性・情義性・無償性・未必性・軽率性といった性質を有
し3），それにより，個人保証人が最終的に想定外の多額の保証債務を負わさ
れ， その結果， 生活の破綻に追い込まれ， 自殺するまでになる事例が多発し， 
社会的問題にもなり，保証人保護，特に個人保証人保護の必要性は広く認識
されるようになっている4）。他方， 現行民法においては， 平成 16 年 （2004 年） 
の民法改正により保証契約の書面要件（現行民法 446 条 2 項）や貸金等根保証
契約において定められるべき事項（現行民法 465 条の 2，465 条の 5）に関する規
定が導入されてはいるが，それ以外に直接個人保証人を保護する規定が設け
られていない5）。
個人保証人を保護する必要性は実務においても認識され，平成 18 年（2006
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年）には，中小企業庁が，信用保証協会の行う信用保証制度において経営者
本人以外の第三者を保証人として求めることを原則として禁止することにし
ており6），平成 23 年（2011 年）には，金融庁が「主要行等向けの総合的監督
指針」7）および「中小・地域金融機関向けの総合的監督指針」8）を改正して，
経営者以外の第三者による個人連帯保証を求めないことを原則とする融資慣
行の確立を求めた9）。これらの監督指針を受けて，実務上，経営者以外の第
三者の個人保証に依存しない融資慣行などが形成されつつある。
法制審議会での審議に先立って，学者グループによる民法改正に向けての
検討作業が行われていたが，その中で「民法改正研究会」により作成された
「民法改正  国民・法曹・学界有志案」（以下， 「有志案」 という）には，個人保証
人保護の方策が提示されなかったが，保証人一般の保護策として保証人に対
する債権者の説明義務（仮案 436 条 1 項）および債権者が保証人の無思慮又は
経験不足を利用してはならない（仮案 436 条 2 項）という提案10）があった。ま
た， 実質的に法制審議会での審議準備作業の意味を有する 「民法 （債権法） 
改正検討委員会」11）（以下，「検討委員会」という）により作成された「債権法改
正の基本方針」（以下，「基本方針」という）でも，「有志案」と同じく，保証人
一般について，努力義務として保証人に対する債権者の情報提供および過大
な保証をさせないという提案12）が示された。
このような状況の中，平成 21 年 11 月から始まった民法（債権関係）改正
の審議は， 法制審議会第 6回会議 （平成 22 年 3 月 23 日） において，保証人一般
の保護策として保証人に対して ① 債権者が保証の意味を説明する義務およ
び ② 主債務者の資力に関する情報提供義務，③ 主債務者の返済状況， 期
限の利益喪失に関する通知義務を定めるという考え方が提示された（「民法
（債権関係） 部会資料」 〔以下， 「部会資料」 という〕8-2 第 2，2（2）45～47 頁）13）。これを
ペースとし，第 26 回会議 （平成 23 年 4 月 12 日）に「中間的な論点整理」が示
され，その中で，保証人保護の方策として，「部会資料」8-2 第 2，2（2）に示
された内容のほか，④ 債権者の説明した内容を公正証書に残すこと，⑤ 保
証契約書の重要部分を保証人による手書きを要求すること，⑥ 過大な保証
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を禁止すること，⑦ 説明義務違反の効果として取消権の付与は論点として
加えられた14）。法制審議会の「中間論点整理」は個人保証人保護を強調し
てはいないものの，学者グループの提案よりも保証人保護の内容が充実して
いる。
　 注
 2）　小出篤「中小企業金融における人的保証の機能」黒沼悦郎＝藤田友敬編『江頭憲
治郎先生還暦記念 企業法の理論（下巻）』（商事法務，2007 年）487 頁以下，「特別
座談会 個人保証制度の見直しに関する諸問題」銀行法務 21，633 号 8 頁以下（2004
年）など参照。
 3）　保証の有するこれらの特殊性については，早くも指摘されている（西村信雄『継
続的保証の研究』〔有斐閣，1952 年〕15 頁以下，同編『注釈民法（11）』〔有斐閣，
1965 年〕150 頁以下参照）。
 4）　日本弁護士連合会消費者問題対策委員会編『保証被害救済の実践と裁判例』（民事
法研究会，2013 年），平野裕之『保証人保護の判例総合解説』〈第 2 版〉（信山社，
2005 年），山野目章夫「個人保証における保証人保護の課題と展望」現代消費者法
19 号 4 頁以下（2013 年）など参照。
 5）　平成 16 年に改正された保証部分の意味や問題点を指摘したものとして，山本敬三
「保証契約の適正化と契約規制の法理」新井誠＝山本敬三編『ドイツ法の継受と現代
日本法 ゲルハルド・リース教授退官記念論文集』（日本評論社，2009 年）397 頁以下
がある。また，平成 16 年改正についての一般的解説として，吉田徹＝筒井健夫編著
『改正民法の解説〔保証制度・現代語化〕』（商事法務，2005 年）参照。
 6）　中小企業庁「信用保証協会における第三者保証徴求の原則禁止について」（平成
18 年 3 月 31 日）。当該指針の内容は中小企業庁のホームページ（http://www.chusho. 
meti.go.jp/kinyu/2006/060331daisanshahoshou_kinshi.htm）から閲覧できる。
 7）　具体的な内容は金融庁のホームページ（http://www.chusho.meti.go.jp/kinyu/2006/
060331daisanshahoshou_kinshi.htm）から閲覧できる。
 8）　具体的な内容は金融庁のホームページ（http://www.fsa.go.jp/common/law/guide/
chusho.pdf ）から閲覧できる。
 9）　金融庁により出された個人保証人保護の方策については，笹尾一洋「個人連帯保
証に係る監督指針の改正」金法 1926 号 76 頁以下（2011 年）参照。
10）　有志案 436 条（保証契約における説明義務と取消権）
　　 436 ①：保証契約を締結しようとする債権者は，その保証契約に伴う危険と負担
を保証人が理解できるよう説明する義務を負う。ただし，その保証人の特性がこの
ような説明を要しないときは，この限りでない。
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　　 436 ②：保証契約を締結しようとする債権者は，保証人の無思慮又は経験不足を
利用してはならない。
　　 436 ③：前二項に反し保証契約が締結された場合には，保証人は，その保証契約
の取消しを裁判所に請求することができる。
　　 （民法改正研究会〔代表・加藤雅信〕編『民法改正 国民・法曹・学界有志案』〈法
律時報増刊〉 〔日本評論社，2009 年〕184 頁。）
11）　吉田克己「民法 （債権法） 改正と 『人』 概念の再定義」民商法雑誌 153 巻 1 号 35～
36 頁（2017 年），特に 36 頁にある脚注 4において，同様な指摘がある。
12）　基本方針【3.1.7.02】（保証契約等の締結）
　　 〈1〉　〔略〕
　　 〈2〉　債権者は，保証契約の締結にあたって，次に定めるところに努めなければな
らない。保証引受契約を締結する債務者も同様である。
　　　  〈ア〉　契約条項は，明確かつ平易な言葉で表現されること
〈イ〉　保証人に，その責任の内容につき，正確な認識を形成するに足りる情報
を提供すること
　　　  〈ゥ〉　保証人の資力に比して，過大な責任を負わせないこと
　　 〈3〉　〔略〕
　 （民法 （債権法） 改正検討委員会編『債権法改正の基本方針』〈NBL 126 号〉〔商事
法務，2009 年〕253 頁）。
13）　「部会資料」や各回の審議会の議事録の内容については，法務省ホームページ
（http://www.moj.go.jp/shingi1/shingikai_saiken.html）から入手できる。また，商事
法務編『民法（債権関係）部会資料集』がある。本稿では，法務省のホームページ
から「部会資料」および審議会の議事録を入手し，以降法務省の URL の記載を省
略する。
14）　法務省民事局参事官室「民法（債権関係）の改正に関する中間的な論点整理の補
足説明」（平成 23 年 5 月）第 12，1（2）（3），92～94 頁参照（http://www.moj.go.jp/
content/000074425.pdf）。
2　「中間試案」における個人保証人の
保護策と検討課題15）　　　　　
「中間論点整理」をもとに，法制審議会第 44 回会議（平成 24 年 4 月 3 日）お
よび法制審議会第 1 分科会第 4 回会議（平成 24 年 5 月 29 日）において，「保証
人保護の方策の拡充」という項目の中で保証人保護についての議論が行われ
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た。法制審議会第 71 回会議（平成 25 年 2 月 26 日）で決定された「中間試案」
においては，第 17 の 6「保証人保護の方策の拡充」として，① 個人保証の
制限，② 契約締結時の説明義務・情報提供義務，③ 主たる債務の履行状況
に関する情報提供義務，④ 保証人の責任の制限という四つの保護策が具体
的に提示された16）。
（1）　「個人保証の制限」について
「個人保証の制限」については，一定の類型の保証契約を一律に無効とす
る見解や，個人を保証人とする保証契約を全て一律に無効とする見解が主張
されたが，経営者保証の必要性および事業者の貸金等債務に関する保証がし
ばしば問題となるといった事情を踏まえて，「中間試案」では，経営者保証
を除き，事業者の貸金等債務を主たる債務とする個人保証契約と，主たる債
務の範囲に事業者の貸金等債務が含まれる個人根保証契約を無効とするとい
う改正案が提示された17）。「中間試案」では，原則として個人保証契約を無
効とする形にしているが，保証契約の範囲は事業者の貸金債務を保証するも
のに限定されており，しかも除外される「経営者」の範囲については具体的
な案が提示されなかった。
また，「中間試案」に関するパブリック・コメント18）の中に「経営者」以
外の第三者が自発的意思に基づき保証人となる場合は禁止されるべきではな
いという意見が寄せられたこともあり，「自発的意思に基づく個人保証」に
どのように対応すべきかも検討課題として浮上した（「部会資料 71-4」54 頁，56
頁）。後述のように，「経営者の範囲」と「自発的意思に基づく個人保証」の
問題をどのように対応すべきかについては，何度も審議が行われ，その過程
で最終的に「個人保証の制限」に関する考え方が大きく変化した。
（2）　「契約締結時の説明義務・情報提供義務」について
現行民法は，保証契約の締結に当たって，保証人に対して情報提供する義
務やその内容などについては何も定めていないため，基本的に，信義則に基
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づいて判断するしかない19）。また，情報提供や説明が行われていなかった
あるいは誤った情報が提供されたため，保証人が保証契約の内容を誤解し，
それによって保証契約を締結した場合の保証契約の効力の有無についても，
錯誤や詐欺などの意思表示に関する規定に従って判断するしかない20）。
平成 16 年の民法改正の際に，参議院法務委員会に「……融資機関の保証
人への説明責任が十分果たされるよう必要な措置を講ずること」という附帯
決議が出されたこともあり，自己の責任を十分に認識せずに保証契約を締結
した個人保証人が，予想に反して多額の保証債務を負わされるということが
生じないようにするため，「中間試案」においては，債権者が個人保証人に
対して，① 保証債務の性質，② 連帯保証の効果，③ 主たる債務の内容， 
④ 主たる債務者の委託を受けて保証をした場合に主たる債務者の信用状況， 
を説明しなければならないものとし，債権者がこれを怠ったときは，保証人
がその保証契約を取り消すことができるという改正案が提示された21）。
つまり，事業者である債権者がそれらの要求された事項を個人保証人に説
明していなければ，保証契約が取り消されうるものとしたわけである。
これについて，「中間試案」に関するパブリック・コメントで寄せられた意
見の中に，主たる債務者に関する情報の提供義務を債権者に負わせることに
は合理性がなく，債権者が主たる債務者の資力を十分に把握するのは困難で
あるという反対意見もあり（「部会資料 74-1」63～64 頁，69～70 頁），その後の審
議の中で保証契約締結時の情報提供義務・説明義務の主体および説明の内容
に変更が生じた。
（3）　「主たる債務の履行状況に関する情報提供義務」について
保証契約締結後，保証人が自らの責任範囲を把握するためには主たる債務
の履行状況を知る必要があり，「中間試案」では，債権者は ① 保証人から
照会があった場合に主たる債務の履行状況，② 主たる債務の履行が遅延し
た場合にその事実，を個人保証人に通知しなければならないものとし，債権
者がこれを怠ったときは，遅延損害金に係る保証債務の履行を請求できない
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という改正案が提示された22）。
これについて，「中間試案」に関するパブリック・コメントで寄せられた意
見の中には，照会がなければ通知すべき義務が発生しないとすると保証人の
期限の利益を十分に保護できないことや，主たる債務の履行遅滞のたびに通
知するとすると債権者の事務的負担が過大になるといった意見があり（「部会
資料 74-1」74 頁），その後の審議の中で保証契約締結後の情報提供義務の内容
に多少の変化を生じた。
（4）　「保証人の責任の制限」について
個人保証に関するトラブルの多くは，保証債務の額が保証人の弁済能力を
遥かに超えることが原因である。現行民法においては，保証債務の額が保証
人の資力に照らして過大であった場合に，暴利行為として公序良俗違反を理
由に契約を無効とする方法など23）があるものの，保証債務の効力を直接定
める規定が設けられていない。個人保証人の責任を制限するために，「中間
試案」では，① 裁判所による保証債務の減免制度と ② 保証人の資力に照
らして過大な保証の効力を否定する制度（比例原則）が改正案として提示さ
れた24）。
これについて，「中間試案」に関するパブリック・コメントで寄せられた意
見の中には，保証人の責任を制限する正当な根拠が何か，制限する場合で
も，どのような要素を考慮してどの程度の減免を行うのが適当か，どのよう
な基準で過大を判断するのかといった疑問を表明するものが多かった（「部会
資料 74-1」77～78 頁，80～81 頁参照）。その後，何回かの審議が行われたが，最
終的には，「保証人の責任の制限」を条文化することができなかった。
　 注
15）　「中間試案」までの議論の経緯と概要およびその問題点については，齋藤由起「法
制審議会における保証をめぐる議論の展開―個人保証人の保護に関する事項を中
心に―」現代消費者法 19 号 17 頁以下（2013 年）参照。
16）　「中間試案」およびそれに関する補足説明の内容については，法務省ホームページ
（http://www.moj.go.jp/shingi1/shingikai_saiken.html）から入手できる。また，商事
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法務編『民法（債権関係）の改正に関する中間試案の補足説明』（商事法務，2013
年），信山社編『民法改正中間試案の補足説明』（信山社，2013 年）がある。本稿で
は，法務省のホームページから「中間試案」とその補足説明を入手し，以降「中間
試案」の内容を表示する際に，法務省の URL の記載を省略する。
17）　「中間試案」第 17 の 6（1）　個人保証の制限
　　 次に掲げる保証契約は，保証人が主たる債務者の［いわゆる経営者］であるもの
を除き，無効とするかどうかについて，引き続き検討する。
ア　主たる債務の範囲に金銭の貸渡し又は手形の割引を受けることによって負担す
る債務（貸金等債務）が含まれる根保証契約であって， 保証人が個人であるもの
イ　債務者が事業者である貸金等債務を主たる債務とする保証契約であって，保証
人が個人であるもの
18）　「中間試案」が公表された後，平成 25 年 4 月 16 日から 6 月 17 日まで，同試案に
関するパブリック・コメントの手続がとられ，193 の団体，469 名の個人から意見が
寄せられた。
19）　今回の法改正までは，一定の例外を除き，個人保証を原則として無効とする議論
はあまり見受けられないのに対し，保証契約の成立問題を中心に，債権者が保証契
約を締結するに当たって保証人に対し説明義務や情報提供義務を負うべきという論
稿はいくつか存在する（小杉茂雄「保証債務成立に関する一考察 （一）（二・完）」阪
大法学 112 号 43 頁以下，115 号 251 頁以下〔1979 年，1980 年〕，木村仁「保証契約
締結における保証人の保護と不当威圧の法理 （一）（二・完）」民商 114 巻 2 号 255 頁
以下，114 巻 3 号 454 頁以下〔1996 年〕，同「イギリスにおける保証契約締結時の債
権者の義務―O’Brien 判決以降」近大法学 45 巻 2 号 111 頁以下〔1998 年〕，道垣
内弘人「保証契約の成立にともなう説明義務」みんけん 523 号 3 頁以下〔2000 年〕
など参照）。
20）　裁判実務の判断状況について，日本弁護士連合会消費者問題対策委員会編・前掲
注 4），平野・前掲注 4）等参照。
21）　「中間試案」第 17 の 6（2）　契約締結時の説明義務，情報提供義務
　　 事業者である債権者が，個人を保証人とする保証契約を締結しようとする場合に
は，保証人に対し，次のような事項を説明しなければならないものとし，債権者が
これを怠ったときは，保証人がその保証契約を取り消すことができるものとするか
どうかについて，引き続き検討する。
ア　保証人は主たる債務者がその債務を履行しないときにその履行をする責任を負
うこと。
イ　連帯保証である場合には，連帯保証人は催告の抗弁，検索の抗弁及び分別の利
益を有しないこと。
ウ　主たる債務の内容（元本の額，利息・損害金の内容，条件・期限の定め等）
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エ　保証人が主たる債務者の委託を受けて保証をした場合には，主たる債務者の
［信用状況］
22）　「中間試案」第 17 の 6（3）　主たる債務者の履行状況に関する情報提供義務
　　 事業者である債権者が，個人を保証人とする保証契約を締結した場合には，保証
人に対し，以下のような説明義務を負うものとし，債権者がこれを怠ったときは，
その義務を怠っている間に発生した遅延損害金に係る保証債務の履行を請求するこ
とができないものとするかどうかについて，引き続き検討する。
ア　債権者は，保証人から照会があったときは，保証人に対し，遅滞なく主たる債
務の残額［その他の履行の状況］を通知しなければならないものとする。
イ　債権者は，主たる債務の履行が遅延したときは，保証人に対し，遅滞なくその
事実を通知しなければならないものとする。
23）　裁判実務上保証人の責任制限に関する判断状況については，平野・前掲注 4），包
括根保証に限定しているが，保証人の責任制限に関する裁判例の分析は伊藤進「保
証の法的効力について①～⑦（完）―中小企業金融に伴う保証を中心に―」銀行
法務 21，623 号 4 頁，626 号 18 頁，628 号 33 頁，631 号 50 頁，632 号 32 頁，633
号 72 頁，634 号 32 頁以下（2004 年）など参照。
24）　「中間試案」第 17 の 6（4）　その他の方策
　　 保証人が個人である場合におけるその責任制限の方策として，次のような制度を
設けるかどうかについて，引き続き検討する。
ア　裁判所は，主たる債務の内容，保証契約の締結に至る経緯やその後の経過，保
証期間，保証人の支払能力その他一切の事情を考慮して，保証債務の額を減免す
ることができるものとする。
イ　保証契約を締結した当時における保証債務の内容がその当時における保証人の
財産・収入に照らして過大であったときは，債権者は，保証債務の履行を請求す
る時点におけるその内容がその時点における保証人の財産・収入に照らして過大
でないときを除き，保証人に対し，保証債務の［過大な部分の］履行を請求する
ことができないものとする。
3　「個人保証の制限」に関する新民法の規定
「中間試案」で出された「個人保証の制限」の検討事項は，「改正法案」の
段階になって，かなりの変更が施された。新民法は，個人保証が原則として
無効であるという方針を採らず，その代わりに，個人が保証人になるとき，
公証証書の作成を保証契約の効力要件として要求し（新民法 465 条の 6）25），そ
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のうえ，当該効力要件を適用しないいわゆる「経営者」の範囲を定めている
（新民法 465 条の 9）26）。
「個人保証の制限」に対応する新民法の条文の構造は，既に触れたよう
に，「中間試案」が出されたあとに提起された「自発的意思に基づく個人保
証」をどのように考えるべきかと，「経営者」の範囲をどのように確定すべ
きかという二つの問題に関わっている。以下，この二つの問題に関する審議
過程を見てみよう。
（1）　「自発的意思に基づく個人保証」に関する審議
「中間試案」では，経営者以外の第三者が自発的意思によって保証人とな
る場合に関する検討が行われなかったが，中小企業庁や金融庁の監督指針に
おいては，保証人になろうとする者が自発的に保証の申し出を行った場合に
は例外的に第三者保証が認められており，このような道を全く閉ざしてしま
うと，特に中小企業の金融などに支障を生じさせることにもなりかねないと
いう意見が出された。法制審議会第 80 回会議 （平成 25 年 11 月 19 日） に出され
た 「部会資料 70A」 5頁においては，自発的にされたと認められる保証を適切
に選別する手段が講じられることを条件として，第三者保証を例外的に認め
る方向で，「要綱案たたき台 （5）」として，以下のような素案が出されている。
「2（1）ウ　保証人（法人を除く。）が自発的に保証する意思を有することを確
認する手段を講じた上で，自発的に保証する意思を有することが確認された
者による保証契約は，上記ア又はイにかかわらず，有効とするものとする。」
ここで，「自発的意思」であるかをどのように確認するかが問題となる。
「部会資料 70A」の説明によると，二つの方法が考えられる。一つは，保証
契約の締結に当たって公証人を関与させ，公正証書を作成する方法であり，
今一つは，保証契約締結後一定期間内は，保証人が保証契約を解除すること
ができることとする方法（一種のクーリング・オフ）である。また，公正証書の
作成については，保証契約や連帯保証契約の意味，主たる債務の内容などを
理解していることを，保証人となろうとする者が公証人の前で陳述し，公証
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人がその旨を公正証書に記載するなどという加重要件も検討対象として提起
され（「部会資料 70A」10～11 頁），のちに，この加重要件が「改正法案」の公
正証書の作成方法に反映されている（「改正法案」465 条の 6第 2項）。
ただ，同会議においては，「自発的意思に基づく個人保証」の認容に反対
する意見や，これにより個人保証の制限がないがしろにされる危惧を示す意
見，公正証書をもって「自発的意思」を確保することを疑問視する意見など
も出た（法制審議会第 80 回議事録 11～14 頁参照）。
そして，法制審議会第 86 回会議（平成 26 年 3 月 18 日）に出された「部会資
料 76A」 においては， 「個人保証の制限」 に関する 「要綱案のたたき台 （10）」 
として，再び，原則として「経営者」以外の個人による保証が効力を生じな
いものとし，例外として個人保証の効力を認めることとした。例外的に認め
る条件としては，「自発的意思に基づく」という文言を使わず，保証契約の
締結に先立ち，前述した加重要件のような方式に従った公正証書の作成を要
求した（「部会資料 76A」6～9 頁）。この案が法制審議会第 88 回会議（平成 26 年
5 月 20 日）に出された「部会資料 78A」においても維持された。つまり，こ
の段階までは，個人保証（経営者を除く）が原則として無効であり，例外とし
て公正証書によって保証意思が確保された場合に有効であるという方針で審
議されていたのである。
しかし，法制審議会第 92 回会議（平成 26 年 6 月 24 日）に提示された「要綱
仮案」の原案によって，この例外が原則に転換された。同原案においては，
個人保証（経営者を除く）が原則として無効になるのではなく，公正証書の作
成が個人保証（経営者を除く）の効力要件であることが原則とされた（「部会資
料 80-1」9～10 頁）。同原案に関する補充説明によれば，このように転換する
理由は，個人保証契約の効力が生じないという原則を定めたうえで，その例
外として，「経営者」保証と公正証書作成の場合の適用除外を並列的に規定
するという規定の仕方が「必ずしも簡明ではなく，ルールをわかりやすく提
示するという観点からも適当でない」とされた。そこで，「公正証書の作成
と保証契約の効力との関係を明確にするために，公正証書で保証人になろう
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とする者が保証債務を履行する意思を表示していなければ，当該保証契約の
効力は生じないという原則」にしたという（「部会資料 80-3」17 頁参照）。
その後，個人保証を原則として無効とする「中間試案」の提案を取りや
め，公正証書の作成を個人保証（経営者を除く）契約の効力要件とする案が
「要綱仮案」，「要綱案」の内容となり，最終的に「改正法案」465 条の 6 と
して条文化された。
国会審議においては，公正証書で保証意思を確認するのではなく，第三者
の個人保証を全面的に禁止すべきとする意見や禁止しない理由に関する質問
が出されたが27），政府側は繰り返し第三者の個人保証の必要性や公正証書
により保証意思の確認によって被害防止が期待できることなどを理由に答弁
した28）。また，公正証書作成については，公証人の構成や公証役場の配置
状況等の運用にかかわる現実問題が指摘されたほか，個人保証人保護に関係
するいくつかの質問も出された。一つは，公正証書を作成した後，保証契約
締結に先立って，保証人になろうとする者に数日の熟慮期間を与えるべきで
はないかという質問であり29）， これに対し， 政府側は公証人による保証意思
の確認を通して保証人保護が可能であり，熟慮期間を設けると逆に保証人に
なろうとする者に手間をかけさせることになり相当ではないと答弁した30）。
二つ目は，公正証書の作成と保証契約締結は同じ日で行われていいかの質問
であり，これに対し，政府側は「改正法案では，保証意思宣明公正証書は保
証契約締結の日の前の一か月以内に作成される必要があるとしておりまし
て，保証意思宣明公正証書の作成後であれば，その公正証書が作成された当
日であっても公証役場で契約書を作成するという趣旨だと思いますが，……
したがいまして，保証人になろうとする者が公証役場に赴いて保証意思宣明
公正証書の作成を嘱託し，その公正証書が作成された後，引き続きその公証
役場において保証契約についての公正証書の作成を嘱託し，その公正証書が
作成されるということはあり得ます」 と回答した31）。三つ目の質問は，公正
証書作成に際して，保証契約に執行認諾文言付公正証書も一緒に作成され，
結局裁判が行われることなく保証人に対して強制執行できるのではないかと
55
新民法における個人保証人保護の規定について
いうものであり，これに対し，政府側は執行認諾文言付公正証書の作成があ
りうるが，公証人法施行規則によって執行認諾文言が付されている場合には
その意味を本人に通知することが要求されているから，問題の発生を防止で
きると回答した32）。四つ目の質問は，公証人が保証人の保証意思の有無を
どのように確認するかであり，これに対し，政府側は「公証人は，保証意思
の確認に際して，保証人になろうとする者が保証しようとしている主債務の
具体的内容を認識していることや，保証契約を締結すれば，保証人は保証債
務を負担し，主債務が履行されなければ自らが保証債務を履行しなければな
らなくなることを理解しているかなど，これを検証いたしまして，保証契約
のリスクを十分に理解した上で保証契約を締結しようとしているか否かも見
極めることが予定されております。……ここで言う保証契約のリスクとは，
単に保証契約の法的な意味といったものではなく，その契約を締結しようと
している保証人自身が当該保証債務を負うことによりまして直面し得る具体
的な不利益を意味し……例えば，その保証債務を履行できなければ，住居用
の不動産に対して強制執行されて生活の本拠を失ったり，給与を差し押さえ
られて生活の維持が困難になったり，預金を差し押さえられて当座の生活に
も困窮することがあり得ること，こういったことを現に認識しているのかな
どを確認し，その保証契約のリスクを十分に理解しているのかを見極めるこ
とが要請される」と回答した33）。
国会審議で以上のような質疑応答が行われたが，公正証書の作成という効
力要件の下で個人保証を認容するという「改正法案」の条文を変更し，原則
として個人保証を全面的に禁止することを条文に盛り込むことができず，結
局「改正法案」の条文はそのまま新民法の条文として採用された。ただ，国
会での審議によって，公正証書に関する事項はいくつか明確になり，今後の
解釈運用に一定の指針を与えたと言えよう。
（2）　「経営者の範囲」に関する審議
「中間試案」 の段階で，いわゆる 「経営者」34）以外の個人保証を原則無効と
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する提案には異論が少ないが，「経営者」の範囲をいかに確定すべきかが問
題となり，中でも経営者の配偶者が「経営者」の範囲に含まれるべきかどう
かが注目された論点の一つとなった。
「中間試案」の補足説明では，経営者の範囲の確定方法について二つの考
え方が提示されている。一つは，主たる債務者の経営に関与しているかどう
かという実質的判断基準であり，今一つは法人である債務者の代表権や議決
権の過半数を有するかどうかという形式的判断基準である。そして，法制審
議会第 73 回会議（平成 25 年 6 月 18 日）に出された「部会資料 62」におい
て，形式的判断基準に基づき，法人の代表者，理事，取締役，執行役又はこ
れらに準ずる者，組合員，無限責任社員，実質的判断基準に基づき，総社員
又は総株主の議決権の過半数を有する者，主債務者の業務を実質的に支配し
ている者が経営者に該当する者として挙げられたほか，主たる債務者に対し
て支配力を有しないが，保証人として妥当と考えられる者として，元経営
者，親会社・関連会社の経営者，経営者の配偶者その他の近親者も挙げられ
た（「部会資料 62」1～3 頁）。この提案をもとに，のちの審議によって，個人保
証の制限を受けないいわゆる「経営者」の範囲にはかなり変動が生じてい
る。以下では，主たる債務者の配偶者とその他とに分けて，審議の過程を見
てみよう。
（A）　主たる債務者の配偶者以外の者について
主たる債務者が法人である場合，法人の代表がいわゆる「経営者」に該当
することには異論がないが，ほかの会社の役員や関係者については，どのよ
うな基準で判断すべきかが問題となる。
法制審議会第 80 回会議で検討された 「要綱案たたき台 （5）」 においては， 
実質的判断基準に基づき，いわゆる「経営者」の範囲が以下のような者に絞
られた。すなわち， ① 代表者， ② 業務を執行する権利を有する者， ③ 無限
責任社員，④ 業務を執行する権利を有する者と同等以上の支配力を有する
ものと認められる者がいわゆる「経営者」に該当するものとした（「部会資料
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70A」5頁）。
その後，法制審議会第 86 回会議に出された「部会資料 76A」においては， 
いわゆる「経営者」の範囲は，「要綱案たたき台 （5）」の案よりさらに絞ら
れ，① 理事，取締役，執行役又はこれらに準ずる者，② 総社員又は総株主
の議決権の過半数を有する者に限定された。「要綱案たたき台 （5）」に提示
された「無限責任社員」については，無限責任社員の責任のあり方と保証人
のそれとは必ずしも同じとは言えないという理由で，「経営者」の範囲から
外された。同じく，「業務を執行する権利を有する者と同等以上の支配力を
有するものと認められる者」については，その内容が不明確であるという批
判があり，できるかぎり不明確な概念を排除すべきという理由で，「経営
者」の範囲から外された。逆に，「要綱案たたき台 （5）」に提示された「業
務を執行する権利を有する者」については，業務執行権利を有しない取締役
が，業務執行の決定に関与する場合もあることを考慮し，業務執行の権利を
有する者だけでなく，業務執行の決定に関与する者も含めるべきとし，「理
事，取締役，執行役又はこれらに準ずる者」という表現に改めたと説明され
た（「部会資料 76A」6～9頁）。
主たる債務者の配偶者を除き，経営者に該当する会社の役員や関係者の範
囲は，「部会資料 76A」に提示された案が，法制審議会第 88 回会議，第 92
回会議，第 96 回会議を経て，そのまま「要綱仮案」の内容になった。
法制審議会第 97 回会議 （平成 26 年 12 月 16 日） に出された「要綱案の原案」
においては，「① 理事，取締役，執行役又はこれらに準ずる者」の部分は，
そのまま維持され，「改正法案」465 条の 9 第 1 号として条文化されたが，
「② 総社員又は総株主の議決権の過半数を有する者」については，その範囲
をさらに具体化し，「改正法案」465 条の 9 第 2 号のような内容に変更され
た。要綱案（原案）の補充説明によれば，株式にも様々な種類のものがある
ため，「総株主の議決権」の範囲を明確にするべく，「株主総会において決議
をすることができる事項の全部につき議決権を行使することができない株式
についての議決権」はここでいう「総株主の議決権」に含まれないことにし
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たとされた。また，直接的に議決権の過半数を有する者のみではなく，間接
的に議決権の過半数を有することにより，実質的に主たる債務者と同一であ
ると評価できるから，「議決権の過半数を有する者」をさらに具体的に定め
ることにしたという（「部会資料 84-3」3～4 頁参照）。
この点については，国会の審議では多く議論されず，「改正法案」の内容
はそのまま新民法の条文になった。
（B）　主たる債務者の配偶者について
前述のように，法制審議会第 80 回会議で検討された「要綱案たたき台 （5）」 
は，いわゆる「経営者」の範囲に「主たる債務者の配偶者やその他の近親
者」などが挙げられていない。ただ，「業務を執行する権利を有する者と同
等以上の支配力を有する」と評価される場合に，配偶者もいわゆる「経営
者」による保証と認められうる。同じく，法制審議会第 86 回会議に出され
た「部会資料 76A」おいても，主たる債務者の配偶者がいわゆる「経営者」
に含まれていない。その理由は，主たる債務者の配偶者が単に配偶者の身分
で「経営者」として扱われるべきではなく，主たる債務者の業務執行に関与
しているかどうかという実質的な判断によって決めるべきだからである（法
制審議会第 86 回会議議事録 13 頁〔笹井関係官発言〕参照）。
しかし，法制審議会第 86 回会議において，主に経済界を代表する部会委
員や幹事から，主たる債務者が個人事業主である場合，主たる債務者の配偶
者や共同事業者を一定要件の下で個人保証の制限の例外とすべきであるとい
う意見が出された35）。それを受けて，法制審議会第 88 回会議に出された
「部会資料 78A」において，いわゆる「経営者」の範囲に関しては，「部会資
料 76A」に提示した者に「主たる債務者が個人である場合の主たる債務者と
共同して事業を行う者又は主たる債務者の配偶者（主たる債務者が行う事業
に従事している者に限る）」が追加された（「部会資料 78A」18 頁，20～21 頁）。
この追加に対しては，法制審議会第 88 回会議で，主に民法学者である部会
幹事を中心に，反対意見が強く出された36）。
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反対意見があるものの，法制審議会第 92 回会議に出された「要綱仮案の
原案」においては，いわゆる「経営者」の範囲について，「部会資料 78A」
の文言をそのまま使って，主たる債務者の配偶者（主たる債務者が行う事業
に従事している者に限る）が経営者保証として個人保証の制限を受けないこ
とにした（「部会資料 80-1」9～10 頁）。「要綱仮案の原案」の補足説明によれ
ば，配偶者が個人保証の制限を受けないことにした理由は二つあり，一つは
「配偶者が事業に従事している場合に限定すれば，自ら又は他方の配偶者で
ある事業主を通じて事業の状態を知ることができ，それにもかかわらず保証
意思を有するのであればこれを尊重するのが適当である」ことであり，今一
つは，「主たる債務者が個人事業主である場合には経営と家計が未分離であ
ることが少なくないところ，……法律上その経済的つながりが強いことが予
定されており，一方の配偶者の財産と他方の配偶者の財産を区別するのは相
当でなく，主たる債務者の配偶者を保証人とする必要性が定型的に認められ
る」という（「部会資料 80-3」19 頁）。このような説明に対し，民法学者の部会
委員や幹事から異議が出され，配偶者を「経営者」の範囲に入れることに再
び反対意見が表明された37）。
このように，主たる債務者が個人事業主である場合，主たる債務者の配偶
者がいわゆる「経営者」の範囲に含まれるべきかどうかについて，経済界か
らの部会委員や幹事と民法学者の部会委員や幹事との間に激しい意見対立が
存在したが，結局，法制審議会第 96 回会議（平成 26 年 8 月 26 日）に出された
「要綱仮案（案）」 において，「主たる債務者が行う事業に従事している者に
限る」という制限をより明確にするため，「主たる債務者の配偶者」の後ろ
に括弧付けで入れるのではなく，その前に置くことにして，表現を改めただ
けで，主たる債務者の配偶者が経営者保証として個人保証の制限を受けない
ことにした（「部会資料 83-2」22 頁）。これはそのまま「要綱仮案」，「要綱案」
の内容となり，最終的に，「改正法案」465 条の 9 第 3 号として条文化され
た。
国会審議においては，個人事業主の配偶者を公正証書作成要件の適用から
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除外されるべきかどうかについて，激しい議論が交わされていた。複数の委
員から主たる債務者の配偶者を公正証書作成要件の適用から除外する理由の
説明が求められ38），これに対し，政府側は繰り返し二つの理由を挙げて配
偶者を除外する合理性を説明した。すなわち，一つは，主たる債務者が個人
事業主である場合には，経営と家計の分離が必ずしも十分ではなく，主たる
債務者とその配偶者が経済的に一体であることが多いことから，配偶者を保
証人とすることによって金融機関から融資を受けている事例も少なくないの
が実情で，配偶者を保証人とする客観的な必要性が高いということであり，
今一つは，個人事業主の配偶者は一般的に事業の状況などをよく知りうる立
場にあると言え，保証のリスクを認識することが可能であるから，その意味
で保証意思宣明公正証書の作成を義務づける必要性がそれほど高くないとい
うことである39）。これらの理由に対し議員からは，経営と家計の分離がなさ
れていないという実情が一部あるとしても，それを所与のものとして肯定的
に捉えていいのかの問題もあり，また配偶者にはリスクを真剣に検討せずに
保証人になりやすいという情実性の問題もあり，配偶者を除外する合理性が
ないという反論40）がなされたが，個人事業主の配偶者を公正証書作成要件
の適用から除外する条文を変更することはできなかった。
また，「現に事業に従事している」という条件の意味や配偶者を共同経営
者と同様に公正証書作成要件の適用から除外することの合理性などを追及す
る質問があり41），これに対して政府側は，「現に事業に従事している」とい
うのは保証契約の締結時においてその個人事業主が行う事業に実際に従事し
ていると言えることが必要であり，単に書類上事業に従事しているとされる
だけでは足りず，あるいは一時的な従事というのも除かれることになり，要
するに，現に事業に従事しているかどうかという該当性は，個々のケースに
おける事業などの実態を踏まえて判断されることになると説明し，また，共
同経営者と同様に扱う理由については，個人事業主の事業に現に従事してい
る配偶者は，事業を共同で行う契約などがなく，形式的には共同事業者とは
言えないものの，その個人事業主の事業の成否に強い利害関係を有し，その
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状況を把握することができる立場にあり，その意味で，共同事業者と同様に
公正証書作成要件の例外とすることに合理性があると回答した42）。
さらに，配偶者に内縁の配偶者が含まれるか，法律上の配偶者のみを指す
場合には婚姻関係の有無をどのように確認するか，婚姻が無効になったとき
の保証契約の効力がどのようになるか，離婚後の配偶者の保証債務をどのよ
うに取り扱うかなど，配偶者を保証人にする場合の様々な問題も質疑応答さ
れた43）。
このように，個人事業主の配偶者を公正証書作成要件の適用から除外する
ことに対し，国会審議では反対意見が強く主張されたものの，結局，条文を
変更するに至らず，「改正法案」の内容はそのまま新民法の条文として採用
された。
　 注
25）　新民法 465 条の 6（公正証書の作成と保証の効力）
　　 事業のために負担した貸金等債務を主たる債務とする保証契約又は主たる債務の
範囲に事業のために負担する貸金等債務が含まれる根保証契約は，その契約の締結
に先立ち，その締結の日前一箇月以内に作成された公証証書で保証人になろうとす
る者が保証債務を履行する意思を表示していなければ，その効力を生じない。
　　 2　前項の公正証書を作成するには，次に掲げる方式に従わなければならない。
一　保証人になろうとする者が，次のイ又はロに掲げる契約の区分に応じ，それ
ぞれ当該イ又はロに定める事項を公証人に口授すること。
イ　保証契約（ロに掲げるものを除く）　主たる債務の債権者及び債務者，主
たる債務の元本，主たる債務に関する利息，違約金，損害賠償その他その債
務に従たる全てのものの定めの有無及びその内容並びに主たる債務者がその
債務を履行しないときには，その債務の全額について履行する意思（保証人
になろうとする者が主たる債務者と連帯して債務を負担しようとするもので
ある場合には，債権者が主たる債務者に対して催告をしたかどうか，主たる
債務者がその債務を履行することができるかどうか，又は他に保証人がある
かどうかにかかわらず，その全額について履行する意思）を有しているこ
と。
ロ　根保証契約　主たる債務の債権者及び債務者，主たる債務の範囲，根保証
契約における極度額，元本確定期日の定めの有無及びその内容並びに主たる
債務者がその債務を履行しないときには，極度額の限度において元本確定期
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日又は第四百六十五条の四第一項各号若しくは第二項各号に掲げる事由その
他の元本を確定すべき事由が生ずる時までに生ずべき主たる債務の元本及び
主たる債務に関する利息，違約金，損害賠償その他その債務に従たる全ての
ものの全額について履行する意思（保証人になろうとする者が主たる債務者
と連帯して債務を負担しようとするものである場合には，債権者が主たる債
務者に対して催告をしたかどうか，主たる債務者がその債務を履行すること
ができるかどうか，又は他に保証人があるかどうかにかかわらず，その全額
について履行する意思）を有していること。
二　公証人が，保証人になろうとする者の口述を筆記し，これを保証人になろう
とする者に読み聞かせ，又は閲覧させること。
三　保証人になろうとする者が，筆記の正確なことを承認した後，署名し，印を
押すこと。ただし，保証人になろうとする者が署名することができない場合
は，公証人がその事由を付記して，署名に代えることができる。
四　公証人が，その証書は前三号に掲げる方式に従って作ったものである旨を付
記して，これに署名し，印を押すこと。
　3　前二項の規定は，保証人になろうとする者が法人である場合には，適用しな
い。
26）　新民法 465 条の 9（公正証書の作成と保証の効力に関する規定の適用除外）
　　 前三条の規定は，保証人になろうとする者が次に掲げる者である保証契約につい
ては，適用しない。
一　主たる債務者が法人である場合のその理事，取締役，執行役又はこれらに準
ずる者
二　主たる債務者が法人である場合の次に掲げる者
イ　主たる債務者の総株主の議決権（株主総会において決議をすることができ
る事項の全部につき議決権を行使することができない株式についての議決権
を除く。以下この号において同じ。）の過半数を有する者
ロ　主たる債務者の総株主の議決権の過半数を他の株式会社が有する場合にお
ける当該他の株式会社の総株主の議決権の過半数を有する者
ハ　主たる債務者の総株主の議決権の過半数を他の株式会社及び当該他の株式
会社の総株主の議決権の過半数を有する者が有する場合における当該他の株
式会社の総株主の議決権の過半数を有する者
ニ　株式会社以外の法人が主たる債務者である場合におけるイ，ロ又はハに掲
げる者に準ずる者
三　主たる債務者（法人であるものを除く。以下この号において同じ。）と共同
して事業を行う者又は主たる債務者が行う事業に現に従事している主たる債務
者の配偶者
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27）　たとえば，第 192 回国会衆議院法務委員会会議録第 9号（平成 28 年 11 月 18 日）
（http://www.shugiin.go.jp/internet/itdb_kaigiroku.nsf/html/kaigiroku/ 
000419220161118009.htm）〔菅家委員発言部分，藤野委員発言部分〕，同第12号（平成
28年12月2日）（http://www.shugiin.go.jp/internet/itdb_kaigiroku.nsf/html/kaigiroku/ 
000419220161202012.htm）〔宮路委員発言部分〕，同第 13 号（平成 28 年 12 月 6 日）
（http://www.shugiin.go.jp/internet/itdb_kaigiroku.nsf/html/kaigiroku/ 
000419220161206013.htm） 〔逢坂委員発言部分〕， 同第 16 号 （平成 28 年 12 月 13 日）
（http://www.shugiin.go.jp/internet/itdb_kaigiroku.nsf/html/kaigiroku/ 
000419220161213016.htm）〔井出委員発言部分〕，第 193 回国会衆議院法務委員会会
議録第 9号（平成29年4月12日）（http://www.shugiin.go.jp/internet/itdb_kaigiroku.
nsf/html/kaigiroku/000419320170412009.htm）〔階委員発言部分〕，第 193 回国会参議
院法務委員会会議録第9号（平成29年4月25日）（http://kokkai.ndl.go.jp/SENTAKU/ 
sangiin/193/0003/19304250003009.pdf ）〔東徹君発言部分，山口和之君発言部分〕，同
第12号（平成 29 年 5 月 16 日）（http://kokkai.ndl.go.jp/SENTAKU/sangiin/193/0003/ 
19305160003012.pdf ）〔真山勇一君発言部分〕，同第14号（平成29年5月25日）（http:// 
kokkai.ndl.go.jp/SENTAKU/sangiin/193/0003/19305250003014.pdf ）〔仁比聡平君発言
部分〕など参照。なお，以降，同じ号の会議録を引用するとき，ホームページの記
載を省略する。
28）　第 192 回国会衆議院法務委員会会議録第 11 号（平成 28 年 11 月 25 日）（http://
www.shugiin.go.jp/internet/itdb_kaigiroku.nsf/html/kaigiroku/000419220161125011.
htm）〔小川政府参考人発言部分，金田国務大臣発言部分〕，同 12 号〔盛山副大臣発
言部分〕，第 193 回国会衆議院法務委員会会議録第 9号〔金田国務大臣発言部分，盛
山副大臣発言部分，井野大臣政務官発言部分〕など参照。
29）　第 193 回国会衆議院法務委員会会議録第 9号〔畑野委員発言部分〕参照。
30）　同上〔小川政府参考人発言部分〕参照。
31）　第 193 回国会参議院法務委員会会議録第 12 号〔真山雄一君発言部分，政府参考人
（小川秀樹君）発言部分〕参照。
32）　第 193 回国会参議院法務委員会会議録第10号（平成29年 5月 9日）（http://kokkai. 
ndl.go.jp/SENTAKU/sangiin/193/0003/19305090003010.pdf ）〔糸数慶子君発言部分，
政府参考人（小川秀樹君）発言部分〕参照。
33）　第 193 回国会参議院法務委員会会議録第 12 号〔仁比聡平君発言部分，政府参考人
（小川秀樹君）発言部分〕参照。
34）　経営者保証は，新民法に規定されている個人保証人保護の対象から外されたが，
金融実務においては，中小企業庁と金融庁の共催で研究会が立ち上げられ，2013 年
12 月 5 日に 「経営者保証に関するガイドライン」 （2014 年 2 月 1 日より適用） が公表
され，経営者保証契約締結時の対応や保証債務の整理方法などが提示された（当ガ
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イドラインの内容については，http://www.jcci.or.jp/chusho/kinyu/131205guideline.
pdf から閲覧できる，また小林信明「『経営者保証に関するガイドライン』の概要」
金法 1986 号 44 頁以下〔2014 年〕，「座談会 経営者保証ガイドラインの現状と課題
―経営者保証ガイドライン開始 1 年で見えてきたもの―」銀行法務 21，786 号
4 頁以下〔2015 年〕など参照）。
35）　主たる債務者の配偶者を「経営者」の範囲に入れようとする理由には，個人事業
主の場合には経営と家計が分離しないこともあり，実務上配偶者を保証人とする必
要性があることなどが挙げられる（法制審議会第 86 回会議議事録 15～18 頁参照）。
36）　配偶者を「経営者」の範囲に入れることに反対する理由として，主に，配偶者が
保証人になるのは情義性に基づく側面が一番強く，個人保証として世界的にもより
問題が多い個人保証の類型であることが挙げられている（法制審議会第 88 回会議議
事録 54～56 頁参照）。
37）　法制審議会第 92 回会議議事録 34～41 頁参照。さらに，当該会議においては，「今
回の案の形で要綱仮案となり，最終的に法律となったといたしましても，判例に
よって配偶者保証に厳しい目が向けられることを期待いたしますし，学説もその
バックアップをしていくべきであろうと思います。今後，本規定の空文化に努力し
たいと思います」という発言もあった（当該会議議事録 35 頁〔道垣内幹事の発言部
分〕）。
38）　たとえば，第 192 回国会衆議院法務委員会会議録第 11 号〔山尾委員発言部分〕，
同第 12 号〔階委員発言部分，宮路委員発言部分〕，同第 15 号（平成 28 年 12 月 9 日）
http://www.shugiin.go. jp/internet/ i tdb_kaigiroku.nsf/html/kaigiroku/ 
000419220161209015.htm〔山尾委員発言部分〕，第 193 回国会参議院法務委員会会
議録第 9 号〔山口和之君発言部分〕，同第 11 号〔真山勇一君発言部分〕，同第 12 号
〔真山勇一君発言部分〕，同第 14 号〔仁比聡平君発言部分〕など参照。
39）　たとえば，第 192 回国会衆議院法務委員会会議録第 9号〔盛山副大臣発言部分〕，
同第 11 号〔小川政府参考人発言部分〕，第 193 回国会参議院法務委員会会議録第 14
号〔国務大臣（金田勝年君）発言部分〕など参照。
40）　第 192 回国会衆議院法務委員会会議録第 11 号〔山尾委員発言部分〕，第 193 回国
会参議院法務委員会会議録第 9号〔山口和之君発言部分〕など参照。
41）　第 193 回国会参議院法務委員会会議録第 14 号〔仁比聡平君発言部分〕参照。
42）　同上〔政府参考人（小川秀樹君）発言部分〕参照。
43）　第 192 回国会衆議院法務委員会会議録第 15 号〔枝野委員発言部分〕，第 193 回国
会参議院法務委員会会議録第 9号〔山口和之君発言部分〕など参照。
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4　「契約締結時の情報提供義務・説明義務」 
に関する新民法の規定44）　 　　　　
（1）　情報提供義務の主体について
「中間試案」においては，債権者が，委託を受けた保証人に対して保証や
連帯保証の意義，主債務の内容，債務者の信用状況について説明義務を負う
という提案がなされたが，主たる債務者に関する情報の提供義務を債権者に
負わせることには合理性がなく，債権者が主たる債務者の資力を十分に把握
するのは困難であるなどの反対意見があり，法制審議会第 80 回会議に出さ
れた 「要綱案たたき台 （5）」 においては， 保証人に対して， 契約締結時の情報
提供義務・説明義務の主体を債権者から主たる債務者に変更することとし，
情報提供義務の内容も，保証や連帯保証の意義，主債務の内容を情報提供の
対象とせず，代わりに，主たる債務者の ① 収入および現在の資産，② 主
たる債務以外に負っている債務の有無，額および履行状況，③ 当該事業の
具体的な内容および現在の収益状況，④ 主たる債務についての他の担保の
有無およびその内容を，情報提供義務の対象とした（「部会資料 70A」11 頁）。
保証や連帯保証の意義，主たる債務の内容を主たる債務者の情報提供義務の
内容としない理由は，これらの事項に関する誤解がある場合，錯誤などの意
思表示の規定によって契約の効力が否定されうるため，情報提供義務の対象
にする必要がないからとされている（「部会資料 70A」14 頁）。
また， 「当該事業の具体的な内容および現在の収益状況」 が 「部会資料
70A」において主たる債務者の情報提供義務の内容とされていたが，法制審
議会第 86 回会議に出された 「部会資料 76A」 においては削除された。その理
由は，主たる債務者が事業全体のために借入れをすることが多く，その債務
の負担に対応する「事業」を特定することができない場合があること，保証
人が情報を提供してもらうのは主たる債務者の弁済可能性を検討するためで
あり，特定事業の内容や収益状況に関する情報が主たる債務者の弁済可能性
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を判断するには不可欠なものとは言えないからとされている （「部会資料 76A」 
9～10 頁参照）。
保証契約の締結に当たっての情報提供義務の主体が主たる債務者であるこ
とと，情報提供義務の内容に関する部分は，「部会資料 76A」で提示された
内容が，そのまま「要綱仮案」，「要綱案」となり，最終的に「改正法案」
465 条の 10 第 1 項として条文化された。
（2）　情報提供義務違反の効果について
保証契約締結時の情報提供義務違反の効果について，「中間試案」では，
保証契約の取消しが認められることが提案されたが，第 80 回会議に出され
た「部会資料 70A」においては，保証契約の当事者ではない主たる債務者の
情報提供義務違反により，債権者に保証契約の取消しという効果を負わせる
ためには，第三者詐欺に関する規定と同様に，債権者が，主たる債務者によ
る説明義務の不履行，虚偽の説明の事実を知り，又は知ることができた場合
に限って，保証契約の取消しを認めるものとすることが提案された （「部会資
料 70A」13 頁参照）。ただ，この時点では，保証人の誤認と意思表示との因果
関係を取消しの要件とはしなかった。
しかし，法制審議会第 80 回会議において，第三者詐欺の規定に準ずる構
成を採るのであれば，保証人の誤認と意思表示との間に因果関係がなければ
取消しを認めるべきではないという意見が出された45）。因果関係必要の見解
に反対する意見もあった46）が，法制審議会第 86 回会議に出された「部会資
料 76A」においては，保証人の誤認とそれによって保証契約が締結されたと
いう因果関係の存在が保証契約の取消しの要件とされた（「部会資料 76A」9
頁）。因果関係が取消しの要件であることがその後「要綱仮案」，「要綱案」
の内容となり，最終的に「改正法案」465 条の 10 第 2 項として条文化され
た。
国会審議においては，主たる債務者の情報提供義務違反に対する債権者の
知・不知に関する立証責任の問題が質疑応答の対象となった。取消しをしよ
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うとする保証人が立証責任を負うという政府側の説明に対し，衆議院議員か
ら，このような立証責任が保証人にとって相当厳しいハードルとなり，いく
ら取消しができるといっても，実効性の担保に欠けるのではないかという質
問がなされた47）。これに対して政府側は，「……客観的な状況を主張，立証
することは十分可能だろうと思います。とりわけ，実務上の動きとして考え
られることでございますが，保証契約が取り消されるリスクを完全に解消し
ておこうという観点から，要するに金融機関とするとなんでも知っておこう
ということになりますので，主債務者がどのような情報を提供したのかなど
を積極的に確認する実務慣行が形成されることも予測されるところでありま
して，そういう状況になりますと，そうであるにもかかわらず情報提供義務
違反が生じたという場合には，それを金融機関が知り得るということも想定
される」と回答した48）。
また，ほかの議員から，主たる債務者により提供された情報を全部公正証
書の中に書き込むことによって債権者の不知の抗弁を封ずる考え方が提示さ
れ49），これに対して政府側は，「口授すべき事項は，基本的に法律に書かれ
た事項でございます。……実際上の運用として，公証人が公正証書を作成す
る段階では，当然のことながら保証する意思を確認していくわけですので，
なぜ保証するに至ったか，その意味では，主債務者の財産状況がどの程度あ
るかについて一定の情報提供を受けているかということについての確認はす
ることになると思います。この点を，きちんと情報提供を受けたのかという
ことについて検証することは当然の内容」と応答した50）。
以上の質疑応答を通して，主たる債務者の情報提供義務違反に対する債権
者の知・不知に関する立証責任は，原則として保証人側にあるが，債権者た
る金融機関が主たる債務者の提供した情報内容を確認するという実務慣行の
形成や公正証書作成のときの工夫によって，保証人の立証責任の軽減が可能
であることは示されたが， 条文の修正には至らず， 結局， 「改正法案」 の内容
はそのまま新民法の条文として採用された。
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　 注
44）　新民法 465 条の 10（契約締結時の情報の提供義務）
　　 主たる債務者は，事業のために負担する債務を主たる債務とする保証又は主たる
債務の範囲に事業のために負担する債務が含まれる根保証の委託をするときは，委
託を受けた者に対し，次の掲げる事項に関する情報を提供しなければならない。
 一　財産及び収支の状況
 二　主たる債務以外に負担している債務の有無並びにその額及び履行状況
三　主たる債務の担保として他に提供し，又は提供しようとするものがあると
きは，その旨及びその内容
　2　主たる債務者が前項各号に掲げる事項に関して情報を提供せず，又は事実と異
なる情報を提供したために委託を受けた者がその事項について誤認をし，それに
よって保証契約の申込み又はその承諾の意思表示をした場合において，主たる債
務者がその事項に関して情報提供せず又は事実と異なる情報を提供したことを債
権者が知り又は知ることができたときは，保証人は，保証契約を取り消すことが
できる。
　3　前二項の規定は，保証をする者が法人である場合には，適用しない。
45）　法制審議会第 80 回会議議事録 20～22 頁〔山本（敬）幹事発言部分，鹿野幹事発言
部分参照〕。因果関係必要の理由としては，取消しという効果を付与するには因果関
係を要求せず，誤認だけでは説明が付かないこと，些細な誤認を理由に取消しを認
めるのは行き過ぎであることなどが挙げられている。
46）　同上，20～22 頁〔道垣内幹事発言部分参照〕。因果関係不要の理由は，本来であ
れば，保証契約の当事者である債権者が保証契約に関する情報を提供すべきである
にもかかわらず，その義務を主たる債務者に負わせる場合，説明が保証契約のある
種の有効要件であり，説明がなされないとき，サンクションとして取消しを認める
べきであるという。
47）　第 192 回国会衆議院法務委員会会議録第 11 号〔山尾委員発言部分〕参照。
48）　同上〔小川政府参考人発言部分〕参照。
49）　同上〔階委員発言部分〕参照。
50）　同上〔小川政府参考人発言部分〕参照。
5　「主たる債務の履行状況に関する情報提供義務」 
に関する新民法の規定　  　　　　　　　　
「中間試案」では，保証契約締結後，個人保証人から照会があった場合お
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よび主たる債務の履行が遅延した場合に履行状況や遅滞の事実を個人保証人
に通知する義務を債権者が負うと提案されたが，保証人の照会がなければ主
たる債務者の期限の利益喪失を回避する機会が与えられないことや，主たる
債務の履行遅延のたびに知らせるという負担が過大であるといった意見が
あったため，この二つの問題に関する審議が行われた。
（1）　主たる債務の履行状況に関する債権者の情報提供義務51）について
主たる債務の履行状況に関する債権者の情報提供義務について，法制審議
会第 86 回会議に出された「部会資料 76A」10 頁においては，保証人から請
求があるとき，債権者の情報提供義務の範囲を，① 主たる債務についての
不履行の有無，② 履行期が到来した元本，利息および遅延損害金の額（既
払額を除く）という案が提示されたが， 法制審議会第 92 回会議に出された 「部
会資料 80-1」11 頁では，情報提供義務の対象が「主たる債務の元本及び主
たる債務に関する利息，違約金，損害賠償その他その債務に従たる全てのも
のについて不履行の有無並びにこれらの残額及びそのうち履行期限が到来し
ているものの額に関する情報」に拡大された。その理由は，情報提供義務の
対象となる不履行の有無は主たる債務それ自体だけでなく，保証債務の対象
となりそれに付随するものについても問題となることと，第 86 回会議で，
履行期限が到来しているものの額のほか，その残額自体についても情報を提
供する必要があるという意見があったためである（「部会資料 80-3」20～21 頁参
照）。当該部分の提案は， そのまま 「要綱仮案」， 「要綱案」 の内容となり，最
終的に「改正法案」458 条の 2として条文化された。
（2）　期限の利益喪失に関する債権者の情報提供義務52）について
主たる債務者が期限の利益を喪失した場合における債権者の情報提供義務
については， 法制審議会第 80 回会議に出された 「部会資料70A」 14～15頁に
おいて，主たる債務者が分割弁済による期限の利益を有している場合に限っ
て，主たる債務者が期限の利益を喪失したあとに債権者は保証人に対しその
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旨を通知する義務を負うこととし，その通知から一定の期間内に保証人が不
履行分を履行することによって期限の利益が回復するという案が新たに提示
された。この時点では，債権者の通知期間について，具体的な案が提示され
なかったが，法制審議会第 86 回会議に出された「部会資料 76B」におい
て，主たる債務者がその利益を失ったときは，債権者は 2週間以内に通知す
る義務があるとした。しかし，同会議では，2 週間の通知期間に再考を求め
る意見や債権者が債務者の期限利益の喪失を直ちに知り得ないといった意見
があり53），法制審議会第 88 回会議に出された「部会資料 78A」において，
通知期間を 2 か月にし，通知期間の起算点を「主たる債務者がその利益を
失ったことを知った時」とし，さらに，債権者の当該情報提供義務は，分割
払の場合に限定せず，主たる債務者の期限の利益を喪失した場合の全てに適
用する案が提示された。当該部分の提案は，そのまま「要綱仮案」，「要綱
案」の内容となり，最終的に「改正法案」458 条の 3 第 1 項として条文化さ
れた。
また，期限の利益喪失に関する情報提供義務に違反した場合の効果の一つ
として，既に述べたように，「部会資料 70A」において，保証人が不履行分
を履行することによって期限の利益が回復するものとされた。「部会資料
76B」の提案では，「保証人との関係で」期限の利益が回復するという効果
が維持されていたが，保証人との関係で期限の利益を再度喪失させる方法を
どのように考えるかといった問題や，主たる債務者と保証人との債権債務を
別個に管理することが債権者にとって負担が重くなるなどの問題点が指摘さ
れ，当該部分を削除した代替案も提示された（「部会資料 76B」2～3 頁参照）。そ
れを踏まえて，「部会資料 78A」において，債権者の情報提供義務違反の効
果として，主たる債務者が期限の利益を失った時からその旨の通知をした時
までに生じた遅延損害金に係る保証債務の履行を保証人に請求できないこと
に止まり，保証人との関係で期限の利益の回復が違反の効果から外された。
当該部分の提案は，そのまま「要綱仮案」，「要綱案」の内容となり，最終的
に「改正法案」458 条の 3第 2項として条文化された。
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国会審議においては，主たる債務の履行状況や期限利益の喪失に関する債
権者の情報提供義務についてほとんど議論されず，「改正法案」の内容がそ
のまま新民法の条文になった。
　 注
51）　新民法 458 条の 2（主たる債務の履行状況に関する情報の提供義務）
　　 保証人が主たる債務者の委託を受けて保証をした場合において，保証人の請求が
あったときは，債権者は，保証人に対し，遅滞なく，主たる債務の元本及び主たる
債務に関する利息，違約金，損害賠償その他その債務に従たる全てのものについて
の不履行の有無並びにこれらの残額及びそのうち弁済期が到来しているものの額に
関する情報を提供しなければならない。
52）　新民法 458 条の 3（主たる債務者が期限の利益を喪失した場合における情報の提
供義務）
　　 主たる債務者が期限の利益を有する場合において，その利益を喪失したときは，
債権者は，保証人に対し，その利益の喪失を知った時から二箇月以内に，その旨を
通知しなければならない。
　2　前項の期間内に同項の通知をしなかったときは，債権者は，保証人に対し，主
たる債務者が期限の利益を喪失した時から同項の通知を現にするまでに生じた遅
延損害金（期限の利益を喪失しなかったとしても生ずべきものを除く）に係る保
証債務の履行を請求することができない。
　3　前二項の規定は，保証人が法人である場合には，適用しない。
53）　法制審議会第 86 回会議議事録 33 頁〔佐成委員発言部分参照〕。
6　「保証人の責任制限」について
「中間試案」では，経営者以外の個人保証が原則として無効であるという
改正案のほか，保証債務が保証人の支払能力を超える場合に，① 裁判所に
よる保証債務減額制度と，② 保証人の資力に照らして過大な保証の効力を
否定する制度 （比例原則） も改正案として提示された。このような「保証人の
責任制限」方策は，個人保証を原則として無効とする場合に，個人保証の制
限対象から除外された経営者保証人の保護策として機能することが想定され
るものであるが，法制審議会での審議においては，経営者保証人の保護は本
来的には金融機関の債権放棄に無税償却が認められるかどうかという観点か
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ら議論すべきであるという意見や，過大な保証がなぜ禁止されるのかについ
て保証人の意思形成への影響といった観点からの理論的な考察が必要である
とか，過大な保証であるかどうかの判断が困難であるとか，倒産手続との
関係をどのように整理するかといった問題も指摘された（「中間試案補足説明」
232～233 頁参照）。
そして，法制審議会第 73 回会議に出された「部会資料 62」においては，
裁判所による保証債務の減免と過大な保証の効力制限といった制度の正当化
根拠，要件および効果などが検討課題として取り上げられた。まず，裁判所
による保証債務の減免については，これは身元保証に関する法律 5条の規定
を参考としたものであるから，同条と同様の根拠によって正当化されるとい
う説明が考えられるが，身元保証の場合には主たる債務の発生が不確定であ
るのに対し，保証の場合には主たる債務の発生が確実であるという違いがあ
ることから，身元保証に関する法律 5条の趣旨が必ずしも保証一般に妥当す
るものではないとの見解が提示された。また，たとえ正当化されたとして
も，どのような要件で保証債務が減免されるか，どのような基準で減免額を
判断するか，どのような手続で減免を行うかといった検討課題も提示された
（「部会資料 62」8 頁参照）。
次に，過大な保証の効力制限については，契約締結時における契約内容の
不当性を根拠として，保証契約の効力の全部又は一部を否定することができ
るとしながら，ただ単に債務が過大であることだけで一般的に契約の効力が
制限されることはなく，保証債務についてのみ過大であることを理由に契約
の効力を制限するのであれば，保証の無償性や軽率性といった特殊性に照ら
した説明が必要になるところ，これらの特殊性だけによって契約の効力を制
限する理由として十分かどうかの問題があるとの意見が出た。また，経営者
保証に適用するのであれば，経営者保証の果たしている機能が減殺される問
題や，「過大」をどのような基準で判断するか，効果として全部無効にする
か一部無効にするか，倒産手続との関係をどのように考えるかといった検討
課題も提示された（「部会資料 62」8～10 頁）。
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以上の検討課題を踏まえて， 法制審議会第 80 回会議に出された 「部会資料
70B」においては，保証人の負担を合理的な範囲に限定するという「中間試
案」の目的を実現する方法として，保証債務を減額するのではなく，保証債
務の弁済に充てられるべき責任財産を一定範囲に限定するという方策が提示
された。そこで，保証債務のための責任財産の範囲を限定する方策を採用す
るに当たって解決すべき問題として，① 保証人の総資産の内容をどのよう
な手続で明らかにするか，② 保証人が複数の債権者に対して保証債務を負
担している場合に， それぞれの責任財産はどうなるか， ③ 保証人が保証債務
のほか，それ以外の債務を負担している場合に，責任財産はどの債務にどの
ように割り振られるかが問題とされた。同時に，これらの問題を考慮する場
合，公正な手続によって保証人の総資産や総債務の内容を明らかにしようと
すれば，その手続が破産手続に近づいていくこととなり，破産手続とは別に
このような方策を設ける意義があるのか，又はこの方策が限定的な場面―
保証人が一人の債権者に対してのみ保証債務を負担し，かつ，それ以外の債
務を負担していない場合に，破産手続を利用しないで経済的な更正を図るこ
とができる―でのみ機能する制度として設ける意義があるのかという問題
も指摘された（「部会資料 70B」2～3頁参照）。
「中間試案」から 3 回目の審議である第 86 回会議に出された「部会資料
76B」 においては， 個人保証人の責任の制限について規定を設けるとすれば， 
① 責任財産の制限を受ける保証契約の範囲，② 責任財産の限度を判断する
基準となる時点，③ 具体的な責任財産の限度（特に，倒産手続が開始された場
合に債務の弁済に充てられるべき財産との関係），④ 保証人が有する財産の把握の
正確性の確保，⑤ 保証人が複数の保証債務を負担する場合の処理，⑥ 倒産
手続が開始された場合の取扱い等が検討課題として提示され，それぞれにつ
いていくつかの考え方も示されたものの，まとまった提案が形成されなかっ
た。その後，法制審議会第 88 回に出された「部会資料 78B」においては，
上記②の問題だけについて「保証人の責任を保証人が責任を減縮する請求を
した時点で保証人が有していた財産（自由財産及び差押禁止財産を除く。）
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の額の限度とする」という案が示された。しかし，仮に保証人の責任財産の
限度を判断する基準となる時点をこのように特定するとしても，「部会資料
76B」に提示された問題点を解決しなければならず，責任を縮減するとして
それをどのような形で裁判上争うこととするのかの問題を解決する必要があ
り，これらに関する審議は成案に至らなかった。そこで，法制審議会第 89
回会議（平成 26 年 5 月 27 日）では，この論点に関する審議を打ち切ることに
した54）。
このように，「保証人の責任制限」については，「中間試案」のあと，5 回
の審議が行われたが，成案にまでまとまらず，途中で挫折して，「要綱仮
案」， 「要綱案」に取り上げられず，結局， 「改正法案」にまで至らなかった。
国会審議においては，議員から「第三者保証，配偶者保証の制度を残すの
であれば， 保証人の責任を制限することを解釈， 運用において検討すべき」55）
という指摘があったものの，具体的な答弁が行われなかった。また，複数の
議員から，金融実務上に保証人の責任を制限する方策が行われているが，改
正法案に保証人の責任制限を取り入れるべきではないか，又は個人保証を有
効とするのであれば，少なくとも資力に比して過大な責任を負わせないとい
うバランスをとる必要があるのではないかといった意見が出された56）。こ
れに対して，政府側は法制審議会で挙げられた理由（裁判所が保証人の資産状況
を適切に把握することは困難であり， 保証債務が保証人の資力に比して過剰となっている
かどうかの判断基準の設定も容易ではないこと， 円滑な資金調達に支障が生ずるおそれが
ある）を使って，今回の改正法案に保証人の責任の制限を見送ったと説明
し，改正法の施行状況や金融実務における実情の変化などを踏まえて保証人
責任の制限の創設を慎重に検討する必要があるとも指摘した57）が，結局，
「改正法案」に取り上げられなかった「保証人の責任制限」は，最終的に新
民法の条文に盛り込まれなかった。
　 注
54）　法制審議会第 89 回会議議事録 8～9頁〔筒井幹事発言部分参照〕。
55）　第 193 回国会衆議院法務委員会会議録第 9号〔畑野委員発言部分〕参照。
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56）　第 193 回国会参議院法務委員会会議録第 14 号〔仁比聡平君発言部分〕，同第 13 号
〔糸数慶子君発言部分〕，第 192 回国会衆議院法務委員会会議録第 13 号〔藤野委員発
言部分〕など参照。
57）　第 193 回国会参議院法務委員会会議録第 14 号〔副大臣（盛山正仁君）発言部分〕
参照。
III　個人保証人保護に関する新民法の 
規定の意義と問題点　　　　
1　意　　義
以上，整理してきたように，「中間試案」の段階で提示された四つの改正
案については，「保証人の責任の制限」提案が途中で挫折し，新民法に盛り
込むことができなかった。しかし，他の三つが最終的に新民法として条文化
された（次頁表 1 を参照）。また，個人保証人なら，全てが保護を受けるので
はなく，主たる債務が事業目的の貸金債務等である場合の保証契約と，主た
る債務の範囲が事業目的の貸金等債務を含む根保証契約における個人保証人
のみが保護対象となるに過ぎないことに留意する必要がある。
新民法は，保証契約締結前，締結時および締結後の三つの段階にわけて，
個人保証人の保護策を設けている。すなわち，第 1に，入口のところで，現
行民法上の書面要件の上に，保証契約締結前に公正証書の作成を要求し，保
証の意味や責任の重さなどを保証人に認識・理解させる。このような手続を
とることによって，個人保証人が情義に負けて軽率に保証契約を締結するこ
とを一定程度予防することが期待できよう。第 2に，保証契約を締結するに
当たって，主たる債務者の弁済能力等に関する情報を主たる債務者によって
個人保証人に提供させる。このような情報提供によって，個人保証人に自ら
の責任発生の可能性に関する認識を持たせて，安易に保証契約を締結するこ
とを防ぐことが期待できよう。第 3に，保証契約締結後に，主たる債務の履
行状況や期間の利益の喪失に関する情報を債権者によって個人保証人に提供
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させる。このような情報提供によって，個人保証人は自ら負担する可能性の
ある債務の範囲を把握し，対応を考えることができる。
現行民法の規定がなく，判例法理も形成されていない中で，このように新
たに条文を設けて個人保証人の保護を試みること自体が重要な意義を有する
ことに大きな異論はなかろう。しかも，民法典において包括的に個人保証に
関する規定を置く国が少ない中58）， これらの改正条文は国際的先進性を有す
るものとして評価されよう59）。
　 注
58）　保証人保護に関する諸外国の状況については，藤澤治奈「諸外国における保証人
保護法制」現代消費者法 16 号 94 頁以下（2012 年），および法制審議会第 43 回会議
（表 1）
個人保証人保護策 中 間 試 案 新　民　法
個人保証の制限 原則：個人保証が無効
例外：「いわゆる経営者」保証が有
効
原則：公正証書の作成が個人保証の
効力要件
例外：「いわゆる経営者」保証が適
用除外
契約締結時の情報
提供義務
主体：債権者
内容：保証と連帯保証の意味，主債
務の内容等
違反の効果：保証契約の取消し
主体：主たる債務者
内容：主たる債務者の財産・収支負
債の状況等
違反の効果：債権者が悪意又は有過
失であり，誤認と意思表示の間に因
果関係がある場合，保証契約の取消
しが可能
契約締結後の情報
提供義務
主体：債権者
内容：① 個人保証人の請求がある
場合，主債務の残額等，② 個人保
証人からの請求の有無を問わず，主
債務の履行遅延の事実
違反の効果：義務懈怠の間に生じた
遅延損害金に係る保証債務履行の請
求が不可
主体：債権者
内容：① 保証人 （法人も含む） の請
求がある場合，主債務の不履行の有
無・残額等，② 個人保証人からの
請求の有無を問わず，主債務の期限
の利益喪失から 2か月以内，主債務
の期限の利益喪失の事実
違反の効果：② 通知時までの遅延
損害金相当額の保証債務履行の請求
が不可
個人保証人の責任
の制限
① 裁判所による保証債務の減額
② 過大な保証債務の効力の否定
なし
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のときに開示された『諸外国における保証法制及び実務運用についての調査研究業
務報告書』など参照。
59）　平野裕之「保証―個人保証を中心に」法時 86 巻 12 号 72 頁以下（2014 年）は，
「要綱仮案」での個人保証人保護の規定を対象としたものであるが，保証意思の公正
証書による表示および保証契約締結前の主債務者による情報提供義務に関する規定
が世界に例のない立法であると評価した。
2　問 題 点
他方，新民法の規定にいくつかの問題点も存在している。新民法は，「中
間試案」の段階で，原則として経営者以外の個人保証を無効とするという方
針を採らず，公正証書の作成という条件の下で経営者以外の個人保証の効力
を認めることにした。しかし，「公正証書作成」という手続の加重条件の付
与がどれほどの実効性を有するかは実際に実施してみないとわからないとこ
ろがある。少なくとも平成 16 年法改正によって保証契約の書面要件が導入
されたものの，個人保証に関する問題が減少していないことから見ると，手
続上の要件だけでは，必ずしも保証人になることに慎重になるとは言えない
ようである。しかも，公正証書の作成については，国会審議で既に指摘され
た公証役場の配置不均衡の問題や執行認諾文言付公正証書が同一の機会に作
成される危惧もあり，個人保証人保護に実質的役割を果たせるかは定かでは
ない。
これと関連して，個人保証人になる入口を広くする新民法は，出口につい
ての保護策を何も用意していない点で，個人保証人の保護には不十分である
ように思われる60）。現に， 個人保証に関する問題のほとんどは， 最終的に保
証債務を負担しきれず，自らの生活が破綻し，自殺に陥ったりするものであ
ることに鑑みれば，過大な保証債務を制限する規定を欠くと，個人保証人の
保護がおぼつかないように思われる61）。確かに，「中間試案」のように原則
として個人保証を無効とすることを正当化するには，政策的に個人保証人を
保護する必要があるというだけでは根拠として十分とは言えないかもしれな
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い62）。その代わりに公正証書の作成を条件に個人保証を制限することが一
定の合理性を有するとしても，個人保証人になる入口を広くするのであれ
ば， 出口としての個人保証人の保護策が必要であろう63）。審議過程からも分
かるように， 「保証人の責任の制限」64）を明文化するには様々な問題を解決し
なければならず，決して容易なことではない65）。ただ，「保証人の責任の制
限」は第三者個人保証人のみならず，企業の経営者をも含め，全ての個人保
証人保護にかかわる問題であり，120 年ぶりの法改正が行われるのであれ
ば，この困難を乗り越え，世界の先端に立って「過大な保証」に対処する立
法66）の実現が望まれたわけである。残念ながら，今回の法改正では実現で
きなかったが，法解釈論として，保証人の責任を制限する方法が存在してい
る。「保証人の責任の制限」は，保証人の資産状況（契約締結時および保証債務
履行時）に照らして当該保証人にとって適切な保証債務を設定することを債
権者に要求することであり，本質的には投資取引に適用されている「適合性
原則」と同様な原理である。現に「適合性原則」を利用して保証人の責任の
制限を実現しようとする主張が存在する67）。確かに， 投資取引領域での適合
性原則に対する理解は一致を見られないものの，相手方当事者の状況を具体
的に考慮して耐えられないほどのリスクを相手に負わせないことは適合性原
則の趣旨にかなうものであることに異論はなかろう68）。今回の立法で解決で
きなかった「保証人の責任の制限」問題は，今後の適合性原則の活用によっ
て実現することが期待される。
また，本来であれば，契約締結時の情報提供義務は契約当事者が負うべき
である69）が，新民法は保証契約の締結時に，主たる債務者に自らの財産状
況等の情報を個人保証人に対して提供させている。しかし，保証してもらう
立場にある主たる債務者は，融資を得るために自らの情報を個人保証人に正
確に提供する保障がない。なるほど，個人保証人は，その情報の真偽を確か
める手段もない中，債権者がモニタリングの役割を果たしていれば，保証契
約を締結すべきかどうかを再考することも可能である。しかし，現に新民法
は主たる債務者の提供した情報の真偽を確認する義務を債権者に要求する規
79
新民法における個人保証人保護の規定について
定を用意せず70），しかも，第三者詐欺の規定に準じて保証契約の取消しは
債権者の悪意・有過失と，個人保証人の誤認と意思表示との間の因果関係を
要件としている。このような取消権が，民法上の錯誤や詐欺の一般規定では
救うことができないおそれを考慮して，特別に個人保証人に与えたもの71）で
あるとすれば，立証緩和なしに，果たして個人保証人の保護に資するかとい
う疑問が残る。
さらに，経営者の範囲について，新民法は主たる債務者が個人事業主であ
る場合，その事業に従事する配偶者が経営者保証として，個人保証の制限を
受けないとしている。「現に事業に従事する」の意味の解釈によって，個人
保証人になれる配偶者の範囲を操作することが可能である72）が，現に配偶
者による保証には問題が多く，世界的にも配偶者保証の問題を解決するため
に様々な工夫が行われている中，新しい立法において，主たる債務者の配偶
者を保証人にすることを法的に認めることは，国際的先進性のある態度とは
言えまい。立法に参画した多くの民法学者や議員たちが反対の意を示すのも
理解されよう。なお，企業の経営者とは言え，経営者保証人の保護について
も，法的対応を考える必要があろう73）。
　 注
60）　立法に参画した山野目章夫「フランス個人保証法における比例原則の考え方」（中
小商工業研究 117 号 110 頁以下〔2013 年〕）は「個人保証に対する規制は，何より，
その内容に対する規制を伴ってこそ初めて規制としての本質的な意義を発揮する」
と指摘する。
61）　各種の情報提供や説明義務を課するとしても，保証被害に対しヒットする関係に
はないため，保証人の置かれる状況が苛酷なものとなることをさけるためのしくみ
が用意されなければならないという指摘がある（山野目・前掲注 4）12 頁参照）。
62）　個人保証人のそれぞれの資力や理解力が異なるという視点から，個人保証を無効
とする場合，「一定の要件を充足すれば治癒可能な状態に残しておくことが合理的」
であるという見解がある（大澤慎太郎「保証人保護の問題」法時 84 巻 8 号 20 頁
〔2012 年〕参照）。
63）　斎藤由起「過大な責任からの保証人の保護」ジュリ 1417 号 79 頁以下（2011 年），
山野目・前掲注 60）など参照。
64）　遠藤研一郎「不動産賃借人保証と保証人保護法理」新報 122 巻 1・2 号 85 頁以下
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（2015 年）は不動産賃貸借における保証人保護に限定しているが，保証人の責任制
限の必要性を訴えている。
65）　新民法に「保証人の責任の制限」に関する規定を設けなかったことについて，理
論的観点と立法技術の観点から賛成の意を表した見解がある（潮見佳男『新債権総
論 II』〔信山社，2017 年〕786～787 頁参照）。
66）　現に，「過大な保証」については，フランスでは特別法によって禁止されており
（能登真規子「保証人の『過大な責任』―フランス保証法における比例原則」名大
法政論集 227 号 371 頁〔2008 年〕，大澤慎太郎「フランスにおける保証人の保護に
関する法律の生成と展開 （1）（2・完）」比較法学 42 巻 2 号 47 頁，3 号 25 頁〔2009
年〕，同「フランス法における過剰な保証に関する規律の交差―比例原則と警告義
務との関係を中心に」田井義信編『民法学の現在と近未来』〔法律文化社，2012 年〕
154 頁以下など参照），ドイツでは公序良俗違反として処理されている（原田昌和
「極端に巨額な保証債務の反良俗性 （一）（二・完）」法学論叢 148 巻 2 号 18 頁，149
巻 5 号 46 頁〔2000 年，2001 年〕，斎藤由起「近親者保証の実質的機能と保証人の保
護―ドイツ法の分析を中心に （一）（二）（三・完）」北大法学論集 55 巻 1 号 113 頁，
2号 657 頁，3号 119 頁〔2004 年〕など参照）。
67）　平野・前掲注 4）14 頁，23 頁，323 頁，大澤慎太郎「保証人の保護に関する一考
察」私法 79 号 109 頁（2017 年）など参照。
68）　適合性原則について，詳しくは王冷然『適合性原則と私法秩序』（信山社，2010
年），同「適合性原則に関する基礎的考察」私法 75 号 241 頁以下（2013 年）など参
照。
69）　フランスでは，判例は「沈黙による詐欺」の理論を利用して一定の条件の下で保
証人に対する情報提供義務を債権者に負わせている（ピエール・クロック〔平野裕之
訳〕「フランス法における保証人に対する情報提供義務―近時の状況及び将来の改
革の展望―」慶應法学 2号 189 頁，195～199 頁〔2005 年〕，イブ・ピコー〔斎藤由
起訳〕「フランスにおける個人保証人の保護」阪大法学 63 巻 2 号 371 頁，378～379
頁〔2013 年〕など参照）。
70）　日本弁護士連合会『実務解説 改正債権法』（弘文堂，2017 年）248～249 頁は，主
たる債務者の説明内容を債権者が確認する必要があると指摘し，また，平野・前掲
注 59）79 頁は，債権者の確認義務を規定すべきであると主張する。
71）　山野目章夫『新しい債権法を読みとく』（商事法務，2017 年）126 頁参照。
72）　立法に参画した潮見佳男『民法（債権関係）改正法案の概要』（きんざい，2015
年）129 頁は，「配偶者保証が認められるのは，『主たる債務者が行う事業に現に従
事している者』に限定されているうえに，個人保証について民法 465 条の 6 の制約
（公正証書作成要件）を加えたのは個人保証（とりわけ，近親者保証）の情誼性を考
慮したからであることを踏まえれば，3 号後段〔新民法 465 条の 9 第 3 号後段―筆
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者注〕に該当するのは本条 1号・2号・3号前段に該当する者と実質的に同視される
べき者に限られるというべきである（3 号前段があれば，後段の配偶者保証の部分
は無内容である）」と説明している。また，日本弁護士連合会・前掲注 70）241 頁
は，かかる配偶者とは「共同事業者に準ずる」配偶者を意味すると解すべきと主張
する。
73）　債権法研究会編『詳説 改正債権法』（きんざい，2017 年）178～179 頁〔松嶋一
恵〕，松嶋一恵「個人保証をめぐる制度的現状と残された課題―中小企業の活力向
上のための経営者保証の在り方―」金法 2054 号 19 頁（2016 年）など参照。
3　むすびに代えて
保証制度は昔から我々の生活に浸透している法制度として活用されており， 
保証債務が過大になることによって保証人自身が生活破綻に追い込まれるな
どの問題を生じ，これに法的な対応を講ずる必要があることには異論がなか
ろう。このような社会的ニーズに応じて，今回の民法改正作業においては，
個人保証について，いくつかの保護策が考案された。肝心の過大な保証に関
しては成案に至らず，条文化されたものにも不十分な点があるものの，従来
にはなかった個人保証人保護に関する条文が新たに策定されたことは一歩前
進であり，立法活動としては評価に値しよう。それにしても，法律があるか
らといって，全ての社会問題が解決されるわけではなく，その法律をいかに
運用するかが重要である。個人保証に関する新民法の規定に存在するいくつ
かの問題点については， 衆・参両議院の法務委員会により附帯決議74）が出さ
れ，今後の立法的解決に期するところであるが，それが実現するまでは，個
人保証関連条文を解釈するに当たって，条文の不備を補充し，問題解決に努
めることが必要であろう。
　 注
74）　衆議院法務委員会附帯決議（閣法第 63 号，平成 29 年 4 月 12 日）
　　 四　個人保証人の保護の観点から，以下の事項について留意すること。
1　いわゆる経営者等以外の第三者による保証契約について，公証人による保証
人になろうとする者の意思確認の手続を求めることとした趣旨を踏まえ，保
証契約における軽率性や情義性を排除することができるよう，公証人に対し
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その趣旨の周知徹底を図るとともに，契約締結時の情報提供義務を実効的な
ものとする観点から，保証意思宣明公正証書に記載すること等が適切な事項
についての実務上の対応について検討すること。
2　保証意思宣明公正証書に執行認諾文言を付し，執行証書とすることはできな
いことについて，公証人に対し十分に注意するよう周知徹底するよう努める
こと。
3　個人保証の制限に関する規定の適用が除外されるいわゆる経営者等のうち，
代表権のない取締役等及び「主たる債務者が行う事業に現に従事している主
たる債務者の配偶者」については，本法施行後の状況を勘案し，必要に応じ
対応を検討すること。
4　我が国社会において，個人保証に依存し過ぎない融資慣行の確立は極めて重
要なものであることを踏まえ，事業用融資に係る保証の在り方について，本
法施行後の状況を勘案し，必要に応じ対応を検討すること。
　　 参議院法務委員会附帯決議（閣法第 63 号，平成 29 年 5 月 25 日）
　　 五　個人保証人の保護の観点から，以下の取組を行うこと。
1～3〔衆議院の附帯決議の内容と同様，省略〕
4　我が国社会において，個人保証に依存し過ぎない融資慣行の確立は極めて重
要なものであることを踏まえ，個人保証の一部について禁止をする，保証人
の責任制限の明文化をする等の方策を含め，事業用融資に係る保証の在り方
について，本法施行後の状況を勘案し，必要に応じ対応を検討すること。
